
その他の事業

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

東京事務所

事務管理費

企画財政部

〈企画政策課〉

23,600

(24,900)

東京都千代田区にある東京事務所において、中央官庁等との迅速な連絡調整

や市政に関する情報の収集、首都圏におけるシティセールス等を行います。

地域振興基金積立金

企画財政部

〈財政課〉

【新市基本】

200,000

(200,000)

清武 200,000

市民の連帯強化と地域振興を図るため、一定額を基金に積み立て、その運用

益を各地域の振興事業に要する経費の財源として活用します。

○対象事業

・イベントの開催、伝統文化の伝承等に関する事業の実施 など

○新
プレミアム付商品券

事業

福祉部

〈福祉総務課〉

110,000

国が予定する平成31年10月からの消費税率引上げが低所得者・子育て世帯

の消費に与える影響を緩和するとともに、地域における消費の喚起・下支えを

図るため、プレミアム付商品券を発行します。

全額、国の負担により実施される「低所得者・子育て世帯向けのプレミアム

付商品券」の発行に向けた準備を行います。(実施主体：市町村)

○対象者

①平成31年1月1日時点の本市住民のうち、平成31年度の住民税が

非課税の者(住民税課税者の配偶者・扶養親族、生活保護受給者等を除く)

②平成31年6月1日時点の本市住民のうち平成28年4月2日以降に

生まれた子が属する世帯の世帯主

○事業内容(予定)

利用可能額2万5千円の商品券(購入額2万円※プレミアム率25%)を発行。

※商品券の利用可能額は①：2万5千円、②：2万5千円×子どもの人数

○主な事務経費

申請書・引換券等印刷費、申請書等発送経費、申請書受付業務委託費 等

厚生統計調査事業

健康管理部

〈保健医療課〉

431

(1,333)

国の委託を受けて、保健衛生行政施策の企画・立案の基礎資料となる厚生統

計調査を実施します。

○主な統計調査

・人口動態調査

・病院報告

・医療施設動態調査

・衛生行政報告例

保健所事務管理費

健康管理部

〈保健医療課〉

70,928

(67,789)

庁舎の維持管理のほか、保健所の適正な管理運営を行います。

○主な事業内容

・保健所運営協議会の開催 120

・保健所の概要の作成 363

・庁舎管理等業務委託料 37,230

・ＯＡ機器等の使用料及び賃借料 5,789
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その他の事業

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

補助災害復旧事業

（過年災）

建設部

〈道路維持課〉

274,000

平成30年台風24号によって被災した道路の早期復旧を図るため、国の補助

事業(災害復旧事業)を活用し、復旧工事を行います。

開発指導事務管理費

都市整備部

〈開発指導課〉

919

(890)

良好なまちづくりを維持するため、都市計画法に基づく開発許可及び市街化

調整区域の建築許可の制度を遵守し、適正な事務処理に努めます。

【平成29年度実績】

・開発許可件数 8件

・建築許可件数 280件

会計事務管理費

会計課

39,932

(41,044)

一般会計及び特別会計の歳入・歳出について、適正な事務処理に努めます。

○主な事務内容

・公金の収納

・支出の審査

・歳入歳出決算調製

効率的な資金運用・

一時借入金の抑制

会計課

1,000

(2,000)

一年間の資金の需給状況を的確に把握し、歳計現金の短期的な運用を行うと

ともに、基金の効率的な運用を行い預金利息等の獲得を図ります。

また、万一の資金不足時には、一時借入を実施することとなりますが、借入

利率が低利な債券の売り現先取引や無駄のない借入が可能な当座貸越の活用を

図り、支払利息の抑制に努めます。

○主な事業内容

・効率的な資金運用：大口定期預金、譲渡性預金、普通預金及び債券による

運用

・一時借入金の抑制：債券の売り現先取引、当座貸越の活用

※売り現先取引とは、債券を一定期間後に一定の価格で買い戻すことを予め取

り決めた短期の資金調達のこと。

ＣＡＴＶによる

議会放映事業

議会事務局

3,924

(3,888)

多くの市民が議会と市政に関心を深められるよう、議場から議会の開催状況

をケーブルテレビにより中継放送します。

○事業内容

・委託料 : 本会議放映料一式

路線名 事業費

田ノ平瀬越線 210,100

面早流１号線 63,900
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その他の事業

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

議会広報事業

議会事務局

3,019

(2,384)

市民に身近な開かれた議会の実現と議会活性化のため、インターネットを活

用して議場から議会を放映します。

○事業内容

・委託料 : インターネット配信業務一式

市議会の運営

議会事務局

90,278

(92,050)

効率的な議会運営を推進するため、次の活動を行います。

○主な事業内容

・定例会の開催 年4回(6月・9月・12月・3月)

・常任委員会等調査活動 20,000

(常任委員会) 総務財政委員会、文教民生委員会、

建設企業委員会、市民経済委員会

・政務活動 38,400

選挙啓発事業

選挙管理委員会

事務局

1,850

(1,491)

明るく正しい選挙の推進や投票総参加を目指し、公職選挙法第6条に基づい

て、選挙に関する啓発や周知等を行います。

○主な事業内容

・宮崎市明るい選挙推進大会

・選挙啓発標語募集

・明るい選挙ポスター書道作品展

・わけもんの主張作文募集

・白ばら旗争奪小学生ソフトボール大会

・若年層向け啓発ちらし配布

・自治公民館や公立公民館等での啓発

・小・中学校、高等学校等での出前講座の実施

・大学生との連携による若者への啓発の推進

○新
参議院議員選挙事業

選挙管理委員会

事務局

67,600

平成31年7月28日任期満了に伴う参議院議員通常選挙を行います。

○参議院議員通常選挙の概要

・任 期 6年

【名簿登録者数】

一般 332,968人(平成30年12月1日現在)

在外 199人(平成30年12月3日現在)

県議会議員選挙事業

選挙管理委員会

事務局

24,000

(46,950)

平成31年4月29日任期満了に伴う県議会議員選挙を、統一地方選挙として

4月7日に行います。

○県議会議員選挙の概要

・定 数 12人(宮崎市選挙区)

・任 期 4年

【名簿登録者数】

332,968人(平成30年12月1日現在)
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その他の事業

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

市議会議員選挙事業

選挙管理委員会

事務局

124,400

(77,250)

平成31年4月30日任期満了に伴う市議会議員選挙を、統一地方選挙として

4月21日に行います。

○市議会議員選挙の概要

・定 数 40人

・任 期 4年

【名簿登録者数】

332,968人(平成30年12月1日現在)

○新
大字折生迫財産区

議会議員選挙事業

選挙管理委員会

事務局

1,540

平成31年8月14日任期満了に伴う大字折生迫財産区議会議員選挙を行いま

す。

○大字折生迫財産区議会議員選挙の概要

・定 数 5人

・任 期 4年

【名簿登録者数】

2,351人(平成30年12月1日現在)

農業委員会

事務管理費

農業委員会事務局

2,694

(3,302)

農業委員・農地利用最適化推進委員の活動を推進するため、研修会や広報・

啓発を実施するとともに、農地法等を適切に運用し、農業委員会制度の充実に

努めます。

○主な事業内容

・農業委員、農地利用最適化推進委員の選考及び研修会

・委員活動充実のための広報・啓発

・農地パトロール、違反転用の是正指導

・農地の売買や転用等の届出、許可申請の窓口事務

農業者年金業務推進

事業

農業委員会事務局

1,072

(1,203)

農業者の老後の生活安定と福祉の向上に資するため、農業者年金の給付手続

きを進めます。

また、若い農業者への制度の周知・加入推進を図ります。

○主な事業内容

・年金受給者現況届の受付及び台帳整備

・未加入者に対する個別説明の実施

-290-


